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国際医療福祉大学三田病院
　　

2005年旧東京専売病院より継承
医師数120名、290床、
平均在院日数10日
入院単価６５、０００円
東京都認定がん診療病院
２００８年７月からＤＰＣ対象病院

　　　　　　　

　



新三田病院　2012年2月オープン
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パート１
社会保障・税の一体改革

　～２０２５年へのグランドデザインへ向けての
　　　　　　　　　　『正念場』が始まる～



診療報酬・介護報酬改定を
考える前に・・・

診療報酬・介護報酬改訂プロセスと
2025年へむけてのグランドデザイン
「社会保障・税の一体改革」
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社会保障・税一体改革成案
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社会保障・税一体改革（1月6日）
• 政府・与党は2012年1月6
日、社会保障改革本部を開
催

• 現在5％の消費税率を14年
に8％、15年に10％に引き
上げることなどを盛り込ん
だ「社会保障と税の一体改
革大綱素案」を正式決定

• その背景は・・・

団塊世代の高齢化と、激増
する社会保障給付費問題

2012年1月6日、社会保障改革本部





2025年
140兆円

ＧＤＰ対比
30％



社会保障関係費だけで国の
一般歳出の５３％を占めている



一般会計税収の推移

税収は
たったの40兆！



消費税は
2014年　

８％2015年　１
０％へ



一般病床
１０７万床

機能分化し
て103万床

居住系施
設や外来・
在宅医療
は大幅増

社会保障・税の一体改革　　　医療・介護サービス提供体制の見直し



一般病床の機能分化
～急性期病床群～

• 社会保障審議会医療
部会
– 「急性期病床群」

– 一般病床のうち、都道
府県知事による認定

– 認定要件を継続的に満
たしているかを確認す
るための更新制度

– 急性期医療の状況を
都道府県が把握し、よ
り実態に即した医療計
画が策定される

• 急性期医療に関する作業部会（12月
22日）

• 委員からは急性期医療の定義そのものが不明確と
の意見が相次いだという





地域包括ケア



「医療計画の見直し」
今後の診療報酬改定に大いに関係

2006年６月第５次医療法改正
地域医療計画の見直し



第５次医療法改正（2006年）
地域医療計画の見直し(2008年施行）
　疾病別・事業別の地域連携ネットワーク

1次医療

2次医療

3次医療

患者・住民

かかりつけ医 核となる
医療機関

医療機関
医療機関

医療機関

医療機関医療機関

医療機関

介護施設
介護施設

保健所

移行

日常医療圏
二次医療圏に近いが
疾患や地域に
よっては異なる

現在の医療計画の問題点
①患者の実際の受療行動と異なる
②疾病動向を勘案していない
③地域の医療機能に関係なく
　結果として大病院重視の階層構造

特殊な医療は都
道府県を越えた
対応が必要

これまでの医療計画の
考え方

＊４疾患（がん、脳卒中、糖尿病、急性心筋梗塞）と５事業（救急医療、災害医療
、へき地医療、周産期医、小児医療）別のネットワーク形成
　 

疾病



現行の医療計画～4疾患5事業～

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

　 

地域連携クリティカルパスが連携ツールとして
地域医療計画作成指針に採用



2013年地域医療計画
次期見直し

地域医療計画は5年計画

2008年～2012年



医療計画見直しスケジュール（案）
2010年 　　　　　　2011年 2012年 2013年

厚
生
労
働
省

都
道
府
県

（10月～）
社会保障審議会医療部会

における議論

（12月～）
医療計画の見直し等に関する検討会
医療計画作成指針の改正案等について

議論

改正指針
等を都道府
県へ提示

医療計画

の策定
医療計画
の実施

2008年～2012年（医療計画の5年間）



医療計画見直し等検討会

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長 

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授 

• 神野 正博 全日本病院協会副会長 

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事 

• 末永 裕之 日本病院会副会長 

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事 

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事 

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長 

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長 

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授 

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長 

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学
院教授 

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長 

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長

第１回検討会
2010年12月17日



4疾患5事業の見直しの方向性

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

–⑤精神疾患

２次医療圏見直し

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する

　 



医療計画見直しの方向性
その①　災害拠点病院の見直し



災害拠点病院の要件見直し

東北３県9医療圏が
被災した





岩手県立釜石病院も被災した
全床再開に向け、耐震補強工事を

急ピッチで進めた　
　　　　　　　　　

　　　岩手県立釜石病院

釜石病院の耐震化工事を説明する遠藤院長（左）



東日本大震災を受け
災害拠点病院の５つの課題

• ①建物の耐震性

• ②災害時の通信手段の確保

• ③広域災害救急医療情報システム
（EMIS）

• ④ライフライン

• ⑤備蓄

• その他
– ヘリポート



医療計画見直しの方向性
その②　精神医療の見直し

日本の精神医療の特殊性







社会保障審議会医療部会
（2011年7月6日）

• 医療計画の５疾患目に精神疾患を追加することで合意
– 精神疾患の患者数は323万人（2008年患者調査）

– ４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）のいずれより
も多い

– 自殺による死亡者数3.1万人（糖尿病死亡者数1.4万人より多
い）

• 委員からは積極的に支援する意見があいついだ
– 「精神疾患は社会全体で見守らなければならない」（高智英

太郎健保連理事）

– 「他の４疾病よりも地域連携が必要」（横倉義武日医副会長）







医療計画見直しの方向性
その③　在宅医療の見直し



「在宅医療指針」

• 国立長寿医療研究センターが中心になって
取りまとめた「在宅医療体制構築に係る指針
案」を参考にする方針。
– 24時間365日、患者の生活の視点に立った多職

種連携医療の確保

–看取りまで行える医療のための連携体制

–認知症の在宅医療の推進

–介護との連携―などの観点から、各都道府県が
地域の実情に合わせて計画を策定すべき



在宅医療連携拠点事業





パート２
2012年診療報酬改定

中医協総会



2010年度診療報酬改定

• 全体改定率　＋0.19％

• １　診療報酬改定（本体）
• 改定率　　　＋1.55％

– 各科改定率　医科　＋1.74％
• 　　（入院　＋3.03％、外来　＋0.31％）

• 歯科　＋2.09％

• 調剤　＋0.52％

• ２　薬価改定等
– 改定率　　▲1.36％

– 薬価改定　　　▲1.23％（薬価ベース　▲5.75％）

– 材料価格改定　▲0.13％

5700億円

4400億円
うち急性期病
院4000億円

700億円

5000億円



平成平成2222年度診療報酬改定後の一日当たり医療費の伸び率年度診療報酬改定後の一日当たり医療費の伸び率
（平成（平成2222年４月～平成年４月～平成2323年２月対前年同期比）年２月対前年同期比）

（％）（％） （％）（％）

（％）（％）

（％）（％）

産婦人科産婦人科

皮膚科皮膚科

整形外科整形外科外科外科

小児科小児科

眼科眼科

耳鼻咽喉科耳鼻咽喉科

その他その他

内科内科

出典：厚生労働省　《メディアス》 最近の医療費の動向　平成23年2月号

診療種類別

41



2012年診療報酬改定率
0.004％アップ

• 2012年度診療報酬改
定率全体　0.004％
– 診療報酬本体部分　

1.379％（5500億）
• 医科　1.55％、歯科　1.70％
調剤　0.46％

– 薬価・材料費　　　
－1.375％

• 2012年介護報酬改定
率　1.2％

• 小宮山厚労相（12月21
日）
– 「首の皮一枚でもプラス
にすると言ってきた」

　



12

0.004%

1.2% 



2012年診療報酬改定基本方針

• 社会保障審議会医療部会・医療保険部会
（12月1日）

• ２つの重点項目と４つの視点

• 重点項目
– ①病院勤務医など負担の大きな医療従事者の負
担軽減

– ②医療と介護の役割分担の明確化と地域におけ
る連携体制の強化の推進および地域生活を支え
る在宅医療などの充実
　　



2012年診療報酬改定基本方針

• ４つの視点
– ①充実が求められる分野の適切な評価

– ②患者などから見て分かりやすく納得でき、安心
・安全で生活の質にも配慮した医療の実現

– ③医療機能の分化と連携などを通じた、質が高く
効率的な医療の実現

– ④効率化の余地があると思われる領域の適正化



2012年診療報酬改定の４つの視点と例示

• 視点１　充実が求められる領域を適切に評価してい
く視点
– 身体疾患を合併する精神疾患救急患者への対応等急性
期の精神疾患に対する医療の適切な評価

–  認知症の早期診断等、認知症に対する精神科医療の適
切な評価

– 緩和ケア、小児がんを含む、がん医療の適切な評価

– 生活の質に配慮した歯科医療の適切な評価

– 手術等の医療技術の適切な評価

– 医薬品、医療材料等におけるイノベーションの適切な評
価 等



４つの視点と例示

• 視点２　患者からみて分かりやすく納得でき、
安心・安全で、生活の質に配慮した医療
– 高度急性期、急性期等の病院機能にあわせた入
院医療の評価

–慢性期入院医療の適正な評価

–医療従事者の負担軽減に向けた評価の在り方
（勤務体制等の改善の評価、外来診療の適正な
評価、医師と病棟薬剤師等の他職種と役割分担
と連携等の評価）



４つの視点と例示

• 視点３　医療と介護の機能強化・連携に関するもの
–  在宅医療を担う医療機関の役割分担や連携の評価

– 早期の在宅療養への移行、地域生活への復帰に向けた
取組の評価

– 在宅での療養の質の向上に向けた在宅歯科、在宅薬剤
管理の充実

– 退院直後等の医療ニーズの高い者への重点化等の訪問
看護の充実

– 維持期のリハビリテーション等における医療・介護の円滑
な連携

– 介護施設における医療提供の評価の在り方



４つの視点と例示

• 視点４　効率化余地がある領域を適正化する視
点
– 後発医薬品の使用促進

–市場実勢価格等を踏まえた医薬品、医療材料等の
評価 等

• その他
–東日本大震災を踏まえた災害対応に関するもの

– 今後の災害対策の充実を促進するための評価の在
り方

– 補助金や補償との役割分担を踏まえた被災地にお
ける診療報酬上の対応策

 



パート３
診療報酬改定と在宅医療連携



在宅療養支援診療所と
在宅療養支援病院

諏訪共立在宅療養支援診療所



06年在宅療養支援診療所の新設

Ｃ病院

Ａ診療所

在宅療養支援
診療所

在宅
患者

Ｂ診療所
（連携先）

特養
有料老人
ホームなど

往診料や訪問
診察料に高い
加算

死亡前２４時間以内に
訪問して患者を看取れば
１万点

Ａ診療所と連携している
Ｂ診療所（またはＣ病院）
がＡ診療所の代行で訪問
診療を行えば、在宅療養
支援診療所なみの高い診療
点数を算定できる

特養、有料老人
ホーム、ケアハウスの
入居者で末期がんの患者に
対する訪問診療料が算定できる

連携

連携

http://medical-nabi.img.jugem.jp/20050731_21663.gif
http://www.comsn.co.jp/service/home/news/2005/01/15/images/050115chh2-view.jpg


※地方厚生局施設基準届け出データより【２０１０年１１月】

2010年11月現在

全国１２５７７件全国１２５７７件

長野

大阪

東京





在宅療養支援診療所の課題

• 過去１年間に1人も看取りを行っていない在
宅療養支援診療所が５０％に上る

• 在宅療養支援診療所の約7割は医師1人体
制で、24時間対応に負担を感じている

• 在宅医療提供上の課題として緊急入院受け
入れ病床の確保や24時間体制に協力可能な
医師の存在が挙げられる

• 在宅療養支援診療所と在宅療養支援病院の
役割分担が不明確



在宅療養支援病院とは？



在宅療養支援病院の規制緩和
（2010年診療報酬改定）

• 2008年診療報酬
–在宅療養支援病院の要件は「半径4ｋｍ以内に診
療所が存在しないもの」とされていたので、僻地
等地域において在宅療養を提供する診療所がな
い地域のみに限定されていた

– このため届け出は11病院に限定
• 2010年、この４Ｋｍ要件が撤廃された

• この要件撤廃の影響は？



在宅療養支援病院

• 200床未満の病院でも、24時間365日体制を
とり、届ければ在宅療養支援病院となり以下
の算定が可能になる
–往診料

• 緊急加算650点、夜間加算1300点、深夜加算2300点
がある。届出なしに比べて緊急加算と夜間加算は2倍
、深夜加算も1.8倍

– ターミナルケア加算
• 10000点、届出なしの点数の5倍



在宅療養支援病院

–在宅末期医療総合診療料
• 処方せん交付で1495点、処方せんなしで1685点と、高

い評価

–在宅時医学総合管理料
• 処方せん発行で4200点であり、届出なしの2200点より

も2000点高い

• 処方せん発行なしでは4500点と2500点で、2000点の
差がある

– 特定施設入居時等医学総合管理料

–退院時共同指導料



在宅療養支援病院数の推移

撤廃！



大阪・
兵庫



医療法人財団厚生会古川橋病院
東京都で第１号の在宅療養支援病院

• 在宅療養支援病院　港区南麻布２丁目
–一般病床　４９床

–介護老人保健施設　４０床

–介護予防機能訓練施設　２０名

– 居宅介護支援事業所

– 健診センター

　

鈴木先生



　在宅療養支援病院実態調査

日本医療マネジメント学会

地域医療委員会
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在宅療養支援診療所を
３つのパターンで評価



在宅療養支援診療所と
在宅療養支援病院の役割分担

• 在宅療養支援病院Ⅰ型
– ①在宅医の後方支援のための病床確保

• 開放病床としてはどうか？

– ②当直医以外の往診担当医の配置をなしとする
• 近隣の医師と輪番制で24時間体制にあたってはどう
か？

• 在宅療養支援病院Ⅱ型
– 自院で積極的に訪問診療を実施



訪問看護ステーション

伸び悩む訪問看護ステーション









伸び悩み要因

①①人材の確保・定着の課題人材の確保・定着の課題

　　► 高い離職率、人材確保の難しさ　 
　　► 確保・定着の問題の背景には、処遇の悪さ　 　　
　　► 新人看護職員を教育・育成する体制が不足　  
      

②②事業運営の課題事業運営の課題

　　 ► 医療保険と介護保険で制度的な齟齬があり、経営管理が
　　　  難しい　　　　　
       ► 直接的ケア以外に周辺業務が多く、看護職がそれらの業務
　　　  に携わっている場合は多くの訪問ができない　 

③③ケアマネジメントの課題ケアマネジメントの課題

　　 ► ケアマネジャーは、「支給限度額」「訪問看護の必要性の判断」
           に課題を感じている　  

1



訪問看護の現状の課題

• 退院直後などの医療ニーズの高い患者への訪問看護が十
分でない
– 退院後、病状が落ち着くまでに1週間以上2週間未満の期間が必要

• 5人未満の小規模訪問看護ステーションが６５％を占めてい
る。職員数が少ないと24時間対応の負担が大きい

• 環境整備や体位変換など「看護職員以外の実施可能」な業
務が一定程度ある

• 訪問看護ステーションから看護職員と介護職員の2名以上で
訪問したケースが3割を占めるが、複数名訪問看護加算は
同行者が看護補助者や介護職員では算定できない



訪問看護改訂の方向

• 医療ニーズの高い患者への手厚い訪問看護
に対する評価
– 要介護認定者であっても例外的に医療保険の適

応となる「特別訪問看護指示書」に基づく訪問看
護について、指示書を交付できる対象を拡大

• 複数名訪問看護加算の要件を緩和
–複数名訪問看護加算の要件を緩和し、看護補助
者や介護職員が同行した場合の点数を新設



パート４
2012年介護報酬改定

社会保障審議会介護給付費分科会
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介護保険の総費用と保険料の動向
  総費用（利用者負担を含む）総費用（利用者負担を含む）

（注）平成12年度～平成19年度は実績、平成20年度は補正後予算、平成21年度（介護報酬改定＋3.0％）、平成22年度は当初予算 

第 1 期
（平成12～14年度）

第 2 期
（平成15～17年

度）

第 3 期
（平成18～20年度）

第 4 期
（平成21～23年度）

2,911円 3,293円
（+13%）

4,090円
（+24％）

4,160円
（+1.7％）

  6565歳歳以上が支払う保険料〔全国平均（加重平均）基準月額〕以上が支払う保険料〔全国平均（加重平均）基準月額〕



① 75以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。
　 ２００８年 ２０１５年 ２０２５年 ２０５５年

75歳以上高齢者の割合 １０．４％ １３．１％ １８．２％ ２６．５％

② 65歳以上高齢者のうち、認知症高齢者が
増加していく。

③ 世帯主が65歳以上の世帯のうち、単独世帯
や

夫婦のみの世帯が増加していく。　

④ 首都圏をはじめとする都市部において、今後急速に高齢化が進む。　

埼玉県 千葉県 神奈川県 秋田県 山形県 鹿児島県

2005年時点での高齢者人口 116万人 106万人 149万人 31万人 31万人 44万人

2015年時点での高齢者人口
（括弧内は増加率）

179万人
（+55％）

160万人
（+50％）

218万人
（+47％）

34万人
（+11％）

34万人
（+10％）

48万人
（+10％）

（万人）

（万世帯）

認知症高齢者数の推計（括弧内は65歳以上人口対比）
高齢世帯の推計
（括弧内は高齢世帯のうち単独世帯及び夫婦のみ世帯の割合）
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今後の介護保険を取り巻く状況について



自分自身が介護を受けたい場所

出典：内閣府 介護保険制度に関する世論調査(平成22年9月)

(％)
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○要介護度別認定者割合
2.9% 2.9% 2.4% 2.1% 1.9%

16.6%

７．２％ ９．３％

○各国の高齢者の居住状況（定員の比率）（全高齢者における介護施設・高齢者住宅等の定員数の割合）

【出典】平成22年6月　介護保険事業状況報告

※１
(0.9%)

ナーシングホーム、
グループホーム等

（4.2%）

日本　(2005)

プライエム等
（2.5%）

プライエボーリ・エルダボーリ等 
 (8.1％)

英国　(2001）※５

スウェーデン（2005）※３

デンマーク　(2006）※４

米国　(2000) ※６

介護保険３施設等

※2　　　(3.5%)

ケアホーム
(3.7%)

ナーシング・ホーム
(4.0%)

シェルタードハウジング
(8.0%)

ｱｼｽﾃｯﾄﾞ
ﾘﾋﾞﾝｸﾞ等
　(2.2%)

  4.4%

  11.7%

  6.5%

  10.7%

6.2%

要介護１ 要介護２ 要介護３
要介護

４

要介護

５

2.1% 2.2%

※１　シルバーハウジング、高齢者向け優良賃貸住宅、有料老人ホーム及び軽費老人ホーム(軽費老人ホームは2004年)。　　※２　介護保険３施設及びグループホーム

※３  Sweden Socialstyrelsen（スウェーデン社会省）聞き取り調査時の配布資料（2006）　　　　　　　　　　　　　　　  ※４　Denmark Socialministeriet（デンマーク社会省）聞き取り調査時の配布資料（ 2006）
※５　Elderly Accommodation Counsel （2004） 「the older population」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※６　医療経済研究機構「米国医療関連データ集」（2005）

サービスハウス等
（2.3%）

※制度上の区分は明確ではなく、　　

　 類型間の差異は小さい。

○　65歳以上の高齢者に占める介護施設・高齢者住宅等の定員数の割合を比較すると、日本

　は、欧米諸国と比較して少ない。

65歳以上人口に占める認定者数、各国の介護施設・ケア付き高齢者住宅の割合

要支援１ 要支援２

85 85



出典：医療経済研究機構　
　　　 ｢ 要介護高齢者の終末期における医療に関する研究報告書｣

※他国との比較のため、日本のデータは2000年時点のデータを使用
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死亡の場所(各国比較)



2012年介護報酬改定の
基本方針

地域包括ケアシステム



2012年介護報酬改定の基本方針

• １　地域包括ケアシステムの基盤評価
– ①高齢者の自立支援に重点を置いた在宅・居住系サービス

– ②要介護度が高い高齢者や医療ニーズの高齢者に対応した在宅・
居宅系サービスの提供

• ２　医療と介護の役割分担・連携強化
– ①在宅生活時の医療機能の強化へ向けた、新サービスの創設及び
訪問看護、リハビリステーションの充実並びに看取りへの退行強化

– ②介護施設における医療ニーズへの対応

– ③入退院時における医療機関と介護サービス事業者との連携促進

• 認知症にふさわしいサービスの提供

• 質の高い介護サービスの確保





地域包括ケアシステムのイメージ

認知症患者へのサービス
複合型サービス

小規模多機能型居宅介護
（訪問看護と組み合わせた
複合型サービスを含む）
グループホーム

サービス付高齢者向け住宅などの住まい

ＮＰＯ，
住民参加、企業
、自治体など

在宅療養支援診療所

在宅療養支援病院

介護保険施設

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

日経ヘルスケア2012年1月号より著者改変



地域包括ケアシステムを支える
３つの新規サービス

• ①定期巡回・随時対応型訪問介護看護
• 改正介護保険法（2011年6月）

• ②複合型サービス
– 介護給付費分科会（2011年5月）

• ③サービス付高齢者向け住宅
– 改正高齢者住まい法（2011年10月）



①定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

改正介護保険法（2011年6月）





24時間対応型訪問介護サービス例

• 随時訪問の代表例（複
数回答）
– ①ベッドや車椅子からのずり
落ち（４６％）

– ②オムツ交換・トイレ介助（４
６％）

– ③トイレやお風呂で転倒（２６
．９％）

– ④体調が悪い（１１．５％）

– ⑤何となく不安（７．７％）
• 平成21年度世田谷区24時

間随時訪問サービス当評
価研究事業報告書



②複合型サービス

小規模多機能型居宅介護と
訪問看護との組み合わせサービス

介護給付費分科会（2011年5月）





③サービス付高齢者向け住宅

改正高齢者住まい法（2011年10月）





パート５
在宅終末期ケア連携

団塊の世代の死に場所探し



【資料】
2006年（平成18年）までの実績は厚生労働省｢人口動態統計｣
2007年（平成19年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集（2006年度版）｣から推定

2006年　死亡者数　1,084千人
　　　　　65歳以上 　896千人

実績 推計

年

人

自　宅

介護施設

その他

医療機関

約47万人

○将来推計（2030年時点）の仮定
　医療機関：病床数の増加なし
　介護施設：現在の２倍を整備
　自宅死亡：1.5倍に増加

※介護施設は老健、老人ホーム

約9万人

約20万人

約89万人

死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計
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病院死には病床が足りない
2030年団塊世代47万人の
「死に場所」が不足

富士の樹海林



在宅死亡が理想
都道府県別在宅看取り率



１人当たりの老人医療費と
　　　　　　　　　　　在宅死亡率

在宅死亡率



あなたの家族は自宅で看取ってくれま
すか？

• 自宅で最期を迎える時の問
題点
– 家族の負担が大きすぎる　

62％

– 急変した時の対応に不安
55％

– 介護してくれる人が高齢化
42％

– 介護してくれる家族がいない
　34％

– 居住環境が整っていない
32％



在宅終末期ケアは
究極の連携システム

お看取り連携パス



新川医療連携懇話会

• 終末期医療における地域連携クリテイカルパスの試
み
– 富山県新川（にいかわ）医療圏（魚津市、黒部市、入善町
、朝日町）で、2005年より開業医が中心となって、在宅終
末期医療や栄養管理などの検討のために「新川医療連
携懇話会」を立ち上げた

– ターミナルケアでは単独の医師による24時間管理体制で
は、医師の疲弊が激しいので、複数主治医制をとること

– 在宅医師同士の連携ミスによる
　　医療事故の防止と回避、病院と

　　の連携確保等のために

中
川
先
生

終末期医療は多職種連携が必要



新川地域在宅終末期医療

 新川圏域の概要
 ２市２町（魚津市、黒部市、入善町、朝日町）　
 人口約13万人

 連携病院：４公的病院
　①富山労災病院、②黒部市民病院、③あさひ総合病院、
　④富山県立病院

 主な在宅対応医療機関
　５病院、２２診療所、２９調剤薬局、６訪問看護事業所　

 連携パス導入の経緯等
a. 在宅での終末期医療のニーズ増加
b. かかりつけ医単独での医療限界
c. 平成17年4月新川圏域８診療所からなる協議会設立
d. 新川厚生センター・在宅医療部会を通じて在宅医療体制推進

Mitsuyo Goto 07292010



病院入院中・退院前
在宅終末期連携パスの運用フロー

患者・家族からの希望

病院主治医
（在宅主治医の了解後、在宅終末期医療・ケア基本情報の作成）

地域医療連携室
緩和ケアグループ窓口
（患者・家族との面談）

居宅介護支援事業所在宅主治医との調整

退院カンファレンス
出席者：患者・家族、病院主治医、在宅主治医、在宅副主治医、調剤薬局薬剤師
病棟看護師、緩和ケアグループ、訪問看護師、介護支援専門員、地域医療連携室員

看護師

情報共有

Mitsuyo Goto 07292010



新川地域在宅終末期医療

運用基準・留意点
対象者：がん等で余命6カ月以内と想定さ

れる患者
在宅医の選択：患者家族の希望第1優先、
往診移動時間30分以内（原則）

診診連携（主治医・副主治医）による在宅
主治医の弊害防止

病診連携における役割分担
多職種チーム診療による介入

Mitsuyo Goto 07292010



様式の統一

（患者名） （生年月日） 年 月 日生 歳 男・女

住所 ＴＥＬ

 主たる介護人 ：  続柄 ＴＥＬ ＦＡＸ

かかりつけ医（主治）： ＴＥＬ ＦＡＸ

副かかりつけ医（主治）： ＴＥＬ ＦＡＸ

副かかりつけ医（主治）： ＴＥＬ ＦＡＸ

連携病院：病院　ＴＥＬ　  ＦＡＸ
 連携病院サポート医 ： 科

担当看護師

在宅介護支援所：

介護保険 無 有 要介護 1 2 3 ケアマネージャー名

家族構成　（介護相談窓口および決定権者を記入下さい）

終いに対する対応　（本人・家族）
1. 最後まで自宅
2. 最後は連携病院
3. 状況により判断

緊急連絡先

かかりつけ医→ 副かかりつけ医１→ 副かかりつけ医２→ 救急外来

診断： 主 癌 転移：

副 1. 2.
3. 4.

既往歴：

臨床経過：

治療歴：　１． 手術 有（ ） 無
２．  抗癌剤 有 （ ） 無

在宅移行時における病状の問題点

予後に影響を与える因子
臓器不全 （心、腎、肝、他 ）
栄養状態：
出血 （消化管 、他 ）
腹水：
他：

予後予測： ヶ月
連携病院への通院：必要 毎、 不要

インフォームドコンセント

告知： 本人、家族（ ）、無
内容
本人：
家族：

精神的サポート 要 不要
告知理解度 療養から死への不安点

本人： 十分 不十分
家族： 十分 不十分

療養方針

１． 全身状態の管理
１． ( per f or mance st at us)ＰＳ ：０ 、 １ 、 ２ 、 ３ 、 ４
２． 栄養： 経口 非経口
３． 留置カテ：有 （ ） 、 無
４． 排泄： 自力、 介助
５． 褥瘡： 有 無
６． 口腔ケア：有 無
７． その他のケア内容

２． 投薬内容
３． 疼痛管理

無　有 投与経路 経口 経静脈 座剤 他
麻薬
ＮＳＡＩＤＳ

訪問看護（指導ならびに実行状況）
１． 口腔ケア 有 無
２． 入浴 自宅 サービス（自宅 デイ）
３． 褥瘡処理 有 無
４． 清拭 指導 家族 ヘルパー
５． 　他
介護
１． ヘルパー 有 無
２． デイサービス 有 無
入力者
自動入力
病院担当医
病院担当Ｎｓ
緩和グループ担当者
ケアマネージャー
在宅かかりつけ医

在宅終末医療・ケア基本診療情報様式

終いに対する対応

告知について

告知理解度について

疼痛管理について

Mitsuyo Goto 07292010



様式の統一

作成日　　　年　　　月　　　日
様 歳   男 ・ 女

在宅介護人： 続柄

かかりつけ医（主治医） ＴＥＬ

副主治医１ ＴＥＬ
副主治医２ ＴＥＬ

連携病院　 ＴＥＬ
連携病院サポート医

ケアーマネージャー名 ＴＥＬ

訪問看護事業所名 担当
ＴＥＬ

訪問介護事業所名 担当
ＴＥＬ

薬局名
アウトカム・方針
テキストで自由記載（テンポレート使用も可）

テンプレート例
疼痛をできるだけ抑制する
褥瘡を悪化させない

医師コールの基準
テキストで自由記載（テンプレート使用可）

テンプレート例
呼びかけに応じない
呼吸をしていない

ケアマネージャー入力
氏名

かかりつけ医が入力

作成日　　　年　　　月　　　日
様 歳   男 ・ 女

在宅介護人： 続柄

連絡先
（下記の医師コールの基準にあてはまるようになった場合や、その他、状況が

悪化し連絡が必要と思われる場合は下記連絡先の１に連絡し、連絡が取れない

場合や、その先生の指示があれば、以後２、３、４の順に連絡してください。）
1 かかりつけ医（主治医） ＴＥＬ

2 副主治医１ ＴＥＬ
3 副主治医２ ＴＥＬ

4 ○ ○ 病院 ＴＥＬ
連携病院サポート医

ケアーマネージャー名 ＴＥＬ

訪問看護事業所名 担当
ＴＥＬ

訪問介護事業所名 担当
ＴＥＬ

薬局名
アウトカム・方針
テキストで自由記載（テンポレート使用も可）

テンプレート例
疼痛をできるだけ抑制する
褥瘡を悪化させない

医師コールの基準
テキストで自由記載（テンプレート使用可）

テンプレート例
呼びかけに応じない
呼吸をしていない

在宅療養実施計画書様式

医療機関用 患者・家族用

Mitsuyo Goto 07292010



様式の統一

様

日付 開始日 １Ｗ ２Ｗ ３Ｗ ４Ｗ
項目 　月　　日 　月　　日 　月　　日 　月　　日 　月　　日
問題点（特記事項）

（一般状態）記載者
ＰＳ
栄養状態
精神状態
身体所見

（投薬）記載者
疼痛管理
麻薬
ＮＳＡＩＤＳ
他

補液

（検査）

（病状説明）

他

（訪問看護）記載者
食事
排泄
清拭
入浴
精神面
他

様

日付 5W 6W 7W 8W 9W
項目 　月　　日 　月　　日 　月　　日 　月　　日 　月　　日
問題点（特記事項）

（一般状態）記載者
ＰＳ
栄養状態
精神状態
身体所見

（投薬）記載者
疼痛管理
麻薬
ＮＳＡＩＤＳ
他

補液

（検査）

（病状説明）

他

（訪問看護）記載者
食事
排泄
清拭
入浴
精神面
他

在宅診療報告書様式（連携カルテ）

開始日 ４ｗ ８ｗ

Mitsuyo Goto 07292010



　　実際に使用されたこれまでの診療報告書

出所：中川彦人

Mitsuyo Goto　07072010



新川地域在宅医療療養連携協議会

在宅患者情報共有モデル事業
（平成２１年１２月～平成２２年３月）

ーオフィス　グルーブ　２００７を用いてー

（マイクロソフト社製）

出所：中川彦人

「あんしん在宅ネットにいかわ」



出所：中川彦人



出所：中川彦人



出所：中川彦人

Mitsuyo Goto　06072010



ＩＣＴ化のメリット
あんしん在宅ネットにいかわ

• １．患者さまの情報が迅速にかつ適確に
得られる。 　

• ２．情報の種類が多く情報量も多い。 　

• ３．情報がきれいで読みやすい。 　

• ４．Faxなどの紙媒体に比べ管理しやすい

• ５．自分が往診や訪問をしていない日で
もリアルタイムの情報が得られる

• ６．連携相手の状況や時間を気にせず情
報伝達ができる。 　

• ７．稀にしか対応しない副主治医でも適
確に情報が得られる。 　

• ８．訪問看護や訪問調剤薬局では、訪問
前の準備がしやすい。 　

• ９．ディスカッション機能の利用で、疑問
点の解決につながる。

•  １０．チーム医療の最大の目的である多
職種が同じ目的と意識を持って患者さま
に向き合うことができる

あんしん在宅ネットにいかわ
患者さんが亡くなったあとの
デスカンファレンスに発展



パート６
医療と介護の連携へ向けて

医療福祉分野の連携・調整の

エキスパートを養成する



医療と介護のギャップ
• 医療側は在宅介護・福祉を理解していない

• 介護側は医療を理解していない

• 医療と介護・福祉は言葉も違う、文化も違う

• 医療と介護・福祉の情報ギャップ、コミュニケ
ーションギャップを埋めるための相互理解と
研修が必要

• 医療出身者は介護の勉強を、介護・福祉出
身者は医療の勉強を！



医療職

脳梗塞で右麻痺
が・・・

福祉職

医療職と介護・福祉職とでは、見え方、考え方、モデルも異なる
国際医療福祉大学高橋泰教授講義スライドより

身体の中の病態像に
着目し、本人の疾病改善
を重視

日常生活の障害に
着目し、本人の気持ち
や生活の質を重視

「疾病モデル」 （「障害モデル・生活モデル」）



•会長
–国立病院機構熊本医
療センター名誉院長
　　宮崎久義
副会長
武藤正樹、坂本すが

•学会テーマ
–クリテイカルパス
–医療安全
–地域医療連携
–電子カルテ
–その他

•会員数　６４００人

日本医療マネジメント学会



　　　　　　　　　　日本医療マネジメント学会
　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　地域のチーム医療
　　　　　　　　　　　　　　　　　

院内のチーム医療



医療福祉連携士

• 日本医療マネジメント学会は学会認定
の医療福祉連携士制度を2010年より創
設しました！

• 目的
– 地域の急性期医療機関から在宅までの切れ目
のないサービスを効率的に提供し、

– 患者にとって最適な連携を推進するため、

–医療と福祉を連携コーディネートする「医療福祉
連携士」の育成と学会認定制度



医療福祉連携士

• 病院などの地域医療連携室や、地域包括支
援センターで連携業務に従事するスタッフを
対象にした初めての認定制度

• 2010年度に学会認定の初の「医療福祉連携
士」100名が誕生

• 全国ではじめての医療と福祉の連携コーデイ
ネーター制度

• 「スーパー連携士」、「スーパーケアマネ」をめ
ざす！



研修科目（共通科目）

○講義
１ 地域医療連携概論
２ 医療政策・関係法規概論
３ 診療報酬制度概論
４ 福祉連携論
５ ケアマネジメント論
６ 病院運営概論
７ 医療情報システム概論
８ クリティカルパス概論
９ クリティカルパス演習Ⅰ
10クリティカルパス演習Ⅱ

11 地域連携クリティカルパス概論Ⅰ
12 地域連携クリティカルパス概論Ⅱ
13 地域連携クリティカルパス演習Ⅰ
14 地域連携クリティカルパス演習Ⅱ
15 在宅医療概論
16 カウンセリング概論

○地域連携の実習
１ 地域医療連携実習
２ 地域連携クリティカルパス実習

○フォローアップ研修

＊座学１コマ　：９０分　　　実習１コマ：６時間

＊すべての座学と実習を履修すること
。



専門科目

医学系科目
○座学
１臨床医学概論Ⅰ
２臨床医学概論Ⅱ
３臨床医学概論Ⅲ
４臨床医学概論Ⅳ
５臨床医学概論Ⅴ
６臨床医学概論Ⅵ
７臨床看護概論
８地域看護概論
○実習
１臨床医学実習Ⅰ（急性期病院）
２臨床医学実習Ⅱ（回復期病院）
３臨床医学実習Ⅲ（地域診療所）
４保健行政実習（保健所、保健センター）

社会・福祉系科目
○座学
１医療福祉論
２精神保健福祉論
３退院支援論Ⅰ
４退院支援論Ⅱ
５地域移行支援論
６福祉制度論
７福祉施設論
８在宅介護論
○実習
１介護療養型施設実習（入所施設）
２在宅福祉実習（地域包括支援センター）
３福祉行政実習（福祉事務所、自相等）
４居宅介護支援施設実習

＊座学は全て、実習は２つ以上を履修すること



認定試験

• 受講資格者が学会が主催する研修会において、
必要な科目を履修することにより、受験資格を得
る。

• 学会以外が主催する研修会や講義の一部を学
会主催の科目として認定することもできる。

• 受験希望者は個別に学会に受験資格の認定を
受けるために必要な手続き（書類等の提出）を
行う。

• 認定試験は受験資格にかかわらず、全ての科
目から出題される。



研修日程と場所（2011年度の例）

• � �研修場所
– 日本医科大学教育棟2階（東京）、実習は各地

• 研修日程
– 共通科目　7月31日（土）、8月1日（日）、28日
（日）、29日（日）の４日間

– 専門科目（医学系）　9月11日（土）、12日（土）の2日
間

– 専門科目（社会・福祉学系科目）　9月25日（土）26日
の2日間

– 課題講習　10月23日（土）、24日（日）の2日間



目指そう、医療福祉連携士！

詳細は日本医療マネジメント学会ホームページから



病院中心の時代から
地域包括ケアへ

• 猪飼（2010）「病院の世紀の
理論」では、「病院の世紀
の終焉の時代」が提唱され
ている。

• これは、20世紀の病院とい
うシステムの興隆が極めて
20世紀的な出来事であり、
20世紀を「病院の世紀」と
呼ぶことができる

• 21世紀に入った今日、病院
中心の時代から「地域包括
ケア」の時代へ移ろうとして
いる

http://www.amazon.co.jp/gp/reader/4641173591/ref=sib_dp_pt


医療が変わるto2020

• 武藤正樹著
• 医学通信社　５月発売

• Ａ５判　３２０頁、２４００
円

• DPC/PDPS，地域連携，
P4P，臨床指
標，RBRVS，スキルミク
ス，etc

• 好評発売中



　　　　　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　　　まとめと提言

・2025年へむけて社会保障・税一体改革の中で　医
療と介護の大きな見直しが起きる

・2012年は診療報酬・介護報酬同時改訂はまずそ
のスタートライン

・医療と介護も一体化する。医療と介護を連携する
コーディネーター人材を養成を急ごう

・20世紀の病院中心の時代から、21世紀の地域包
括ケア（医療と介護と住まい）の時代へ

・
・



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
　　gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/
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